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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、企業の社会的責任を達成するとともに、株主の皆様をはじめ様々なステークホルダーの利益を尊重し、企業価値の更なる向上を実現す
るため、経営上の組織や仕組みを改善し、コーポレート・ガバナンスを強化していくことを最も重要な経営課題と位置づけております。

　当社は、今後も経営上の組織や仕組みを改善し、取締役制度、監査役制度の機能を強化することによって、より充実したコーポレート・ガバナン
スの実現に努めるとともに、常に株主及び投資家の皆様の視点に立った迅速で正確かつ公平な会社情報の開示に努め、経営の透明性を高めて
まいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

当社は、毎年定期的に、取締役会において、政策保有株式の保有の意義や資本コスト等を踏まえた経済合理性について検証を行い、保有が適
切でないと判断されるものについては縮減を行うことを方針としております。

他方、一定の経済合理性が認められ、また当社の中長期的な企業価値の向上を実現するために必要と判断した場合には、政策保有株式を保有
いたします。

政策保有株式の議決権は、原則として全ての議案に対してこれを行使いたします。行使に際しては、議案が株主利益を軽視したものでないか、中
長期的な企業価値向上を見据えたものであるか等を考慮し、必要に応じて発行会社との対話を行います。

【原則1-7】

当社は、取締役との間における取引（利益相反取引）は取締役会の承認を得て行うものとしており、取引の当事者である取締役は取引後の重要
な事実を取締役会へ報告するよう取締役会規則で規定しております。また、取締役会で制定した執行役員規則では、執行役員が会社の承認を得
ずに利益相反取引を行うことを禁止しております。

当社は、役員（取締役または執行役員）が関係している利益相反取引を監視するため、毎年定期的に各役員に次の事項を確認し、取引実績があ
る場合は法令等に基づき開示いたします。

(1) 役員またはその二親等内の親族と当社との間の取引の有無

(2) 役員またはその二親等内の親族が議決権の過半数を実質的に保有する会社と当社との間の取引の有無

【補充原則2-4-1】

当社は、「管理職などの中核人材における多様性の確保」に関して、性別、国籍、中途採用等の属性ごとに次の目標を設定しております。

女性の採用については、建設業という業種から、今まで女性からの応募が少ないという事情もあり、当社では、女性の採用や育成が進めづらい環
境にあります。特に、管理職の候補となる総合職社員に占める女性の割合は、男性と大きな開きがあることから、先ずは社員全体に占める女性の
割合を増やすべく、現在は女性の新卒採用比率を15％以上とすることを目標としております。ただし、女性の応募者数には年ごとに変動があり、
目標が達成できないときもあるため、この５年間の総合職における女性の採用割合は平均10.2％（平均約4人/年）となっておりますが、2030年まで
に20％以上の採用の実現を目指し、これまで以上に学校訪問を積極的に展開するとともに、当社の充実した社員教育制度に磨きをかけてアピー
ルするなど、積極的な採用活動を進めてまいります。また、現在、登用率が0.5％にとどまっている女性管理職についても、2030年までに3％以上と
することを目標として、女性の活躍を促進するための環境の整備を図りつつ、適材適所による女性の管理職への登用を進めてまいります。

外国籍の社員の国内における採用は、現在、0.2％（管理職登用は0人）となっております。今後は、海外子会社（台湾・マレーシア）との綿密な連携
を図るためにも外国籍社員が必要と考えており、2030年までに全従業員に占める割合を1％以上とし、併せて管理職への登用についても全管理
職に占める割合を1％以上とすることを目標とします。

中途採用については、毎年10人以上の採用を目標にして、管理職候補を含め、継続的に採用活動を実施しており、中途採用者の管理職に占める
割合は13.4％となっております。現在、当社では管理職候補となる40代の社員が不足しているため、2030年までに中途採用者の管理職割合の目
標を20％以上とし、前述の女性及び外国籍社員の管理職候補を含めた中途採用を積極的に推進してまいります。

【原則2-6】

当社は、企業年金制度として、確定給付企業年金制度と確定拠出企業年金制度を設けております。

確定給付企業年金制度については、資産運用方針や政策的資産構成割合を定め、従業員の利益の最大化に努めております。また、企業年金制
度の所管部においては、適切な資質を持った人材を配置し、定期的に外部セミナーに派遣すること等により、その専門性の向上を図っておりま
す。

運用委託先の選定・評価に当たっては、従業員との利益相反が生じないよう、スチュワードシップ・コードへの取組状況や、運用成績を踏まえた客
観的なモニタリングを実施しております。

【原則3-1】

(i) 当社は、企業理念及び中期経営計画を策定して、当社ホームページで開示しております。また、当社では取締役会決議により企業行動憲章を

定めており、同じく当社ホームページで開示しています。

（経営理念・企業行動憲章）

https://www.asahikogyosha.co.jp/company/idea/



（中期経営計画）

https://www.asahikogyosha.co.jp/wp-content/uploads/2023/05/mtm-plan.pdf

(ii) 当社のコーポレートガバナンスに関する基本方針は、本報告書の１-１．「基本的な考え方」をご参照ください。

(iii) 取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続につきましては、本報告書の２-１．「機関構成・組織運営等に係る

事項」における「【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

(iv)

【選任・指名の方針、手続】

経営陣幹部の選任、取締役及び監査役候補者の指名につきましては、取締役会において、能力、資質、リーダーシップ、これまでの業務実績等を
総合的に勘案して決定することとしております。また、社外取締役及び社外監査役の候補者におきましては、人格、識見、経歴等を総合的に勘案
するとともに、当社の業務に実質的に携わることが可能かどうかを確認するほか、東京証券取引所が定める独立性要件に加えて当社独自の社外
役員独立性判断基準を踏まえ、客観的な立場で当社の経営を監督、監査できる者を指名することとしております。なお、経営陣幹部の選任及び取
締役候補者の指名につきましては、取締役会の諮問に応じて、過半数を独立社外取締役で構成する指名・報酬諮問委員会が審議し、その結果を
取締役会に答申することにより、経営陣幹部の選任及び取締役候補者の指名に係る決定の客観性・透明性を確保しております。

【解任の方針、手続】

取締役会は、経営陣幹部が法令及び定款に違反する行為を行った場合、当社の企業価値及び信頼を著しく毀損させた場合、能力、資質、リー
ダーシップを欠くことが明らかとなった場合及び当社の業績が著しく悪化した場合、経営陣幹部の解任・解職について審議を行うこととしておりま
す。なお、経営陣幹部の解任・解職につきましては、取締役会の諮問に応じて、過半数を独立社外取締役で構成する指名・報酬諮問委員会が審
議し、その結果を取締役会に答申することにより、経営陣幹部の解任・解職に係る決定の客観性・透明性を確保しております。

【取締役会、監査役会のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

取締役会につきましては、社内の様々な経歴の取締役や複数の社外取締役により構成することで多様性を実現するとともに、当社の業態や営業
規模に照らし必要かつ合理的といえる規模となるよう、また監査役会につきましては、少なくとも1名が財務と会計に関する相当程度の知見を有す
る監査役となるよう留意しております。

(ⅴ) 経営陣幹部を含む取締役候補者の経歴及び指名理由等については株主総会参考書類にて開示しております。

URL：https://www.asahikogyosha.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/94_Shareholders-Meeting-Resolution-Notice.pdf

また、経営陣幹部の解任・解職については、事案が生じた際に、法令等に基づき株主総会参考書類等にて適切に開示することとしております。

【補充原則3-1-3】

当社は従来より、企業理念および企業行動憲章に基づいた事業活動こそが、企業としての社会的責任（CSR）を果たすことにつながるものと考え
ております。この考え方を当社グループの基本姿勢として、環境・社会・ガバナンス（ESG）の各側面への対応強化を図り、またそのプロセスの一つ
として2030年までに「持続可能でよりよい世界」を目指すSDGsに、グループ全体として取り組んでおります。その取り組みをさらに強力に推進する
ため、2021年4月に「朝日工業社グループＳＤＧｓ基本方針」を策定するとともに「ＳＤＧｓに係る取り組みテーマ・具体的な施策」を設定して、当社
ホームページで開示しております。この他にも、2021年5月には持続可能な成長の実現を目指した世界的な枠組みである「国連グローバル・コンパ
クト」にも署名しております。また、2023年4月にスタートさせた第18次中期経営計画においても基本方針の中に「サステナビリティ基盤の強化」を掲
げ、自社のサステナビリティだけでなく社会のサステナビリティの実現に向けてその達成に努めております。

推進体制といたしましては、取締役会の諮問機関として2022年2月に「サステナビリティ委員会」を設置し、取締役会を中心に同委員会を積極的に
関与させ、引き続きサステナビリティを巡る課題に対して積極的・能動的に取り組んでおります。

「朝日工業社グループＳＤＧｓ基本方針」および「ＳＤＧｓに係る取り組みテーマ・具体的な施策」

https://www.asahikogyosha.co.jp/sustainability/asahi_csr_sdgs/

人的資本及び知的財産への投資等につきましては、同中期経営計画における基本方針の中で、人材戦略（人材の価値を最大限に引き出す人的
資本経営の実践）およびイノベーション戦略（研究開発の強化・推進と新事業への挑戦）を掲げ、各戦略の重点項目として、「人材の確保と育成」
「人事制度の再構築」「研究開発の基盤強化と推進」「新規事業とイノベーションの創出」に取り組んでおります。また、資本政策として、研究開発の
強化やサステナビリティ経営、人的資本経営の推進のための将来への戦略的な投資を計画しております。

それらの取り組みについては、毎年発行している当社コーポレートレポ―ト（統合報告書）において情報開示を行っております。

コーポレートレポート（統合報告書）

https://www.asahikogyosha.co.jp/sustainability/corporate_report/

現在世界が直面している気候変動への対応につきましては、2022年３月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）による提言への賛同表
明を行い、併せてTCFDコンソーシアムに加入しております。同提言に沿って、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」について当社
ホームページにおいて情報開示を行っております。

https://www.asahikogyosha.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/TCFD_2023.pdf

【補充原則4-1-1】

当社では、当社の規模と業態に鑑み、執行に関わる個別の事項も幅広く取締役会に諮り、担当取締役以外にも業務に精通したメンバーも加えて
議論することが合理的かつ望ましいと考えております。もっとも、それら個別の執行事項は、事前に経営会議におけるスクリーニングを経て取締役
会に上程されておりますので、取締役会での審議は監督的要素の強いものとなっているといえ、こうした形をとることで「監督と執行の分離」を意識
した運用としております。

なお、法律上取締役に委任できないものとされております「重要な業務執行の決定」につきましては、取締役会において十分な議論を重ねて判
断、決定を行っております。

【原則4-9】

本報告書「Ⅱ．１．【独立役員関係】」をご参照ください。

【補充原則4-10-1】

当社は、取締役の指名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的に、取締役会の諮問機関として指名・
報酬諮問委員会を設置しております。委員会は独立社外取締役を過半数とする3名以上の取締役で構成されており、委員長は委員会の決議によ
り、委員の中から選定しております。

なお、指名・報酬諮問委員会では主に次の事項を審議し、取締役会に答申いたします。

(1) 取締役の選任及び解任に関する株主総会議案の原案



(2) 代表取締役及び役付取締役の選定及び解職の取締役会議案の原案

(3) 前２号の審議をするに当たっての方針と手続

(4) 取締役への業務委嘱に関する取締役会議案の原案

(5) 取締役会が保有すべきスキルに関する取締役会議案の原案

(6) 取締役等の後継者計画に関する取締役会議案の原案

(7) 取締役の報酬等に関する株主総会議案の原案

(8) 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針の取締役会議案の原案

(9) 取締役の個人別の報酬額等の内容

(10)退任取締役の退職慰労金の内容

(11)その他、取締役会が必要と認めた事項

【補充原則4-11-1】

当社取締役会にとって重要と考えられるスキル（知識・経験）を定義した上で、バランスよく適切なスキルを有することを前提に、取締役候補者を指
名しています。スキルの概要と各取締役のスキルを一覧化したスキル・マトリックスにつきましては、株主総会参考書類をご参照ください。

https://www.asahikogyosha.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/94_Shareholders-Meeting-Resolution-Notice.pdf

【補充原則4-11-2】

現任の取締役及び監査役の他の上場会社等における役員の兼任状況につきましては、株主総会参考書類及び事業報告をご参照ください。

https://www.asahikogyosha.co.jp/wp-content/uploads/2023/06/94_Shareholders-Meeting-Resolution-Notice.pdf

【補充原則4-11-3】

当社取締役会では、取締役及び監査役による自己評価アンケートを実施し、その評価結果を基に取締役会全体の実効性についての分析、評価
を行っております。その結果概要につきましては、当社ホームページで開示しております。

https://www.asahikogyosha.co.jp/wp-content/uploads/2023/08/9d848102be150161073437e30dcfecfa.pdf

【補充原則4-14-2】

当社は、取締役、監査役及び執行役員が自らに求められている役割や責任を認識し、当社の企業価値向上に向けて業務に専念するのに必要な
知識の習得及び更新の機会を提供することをトレーニングの基本としています。

新任者が就任する際には、新任役員向けの社外セミナーを受講させ、その後も適宜会社の費用で社外セミナー等へ参加するよう積極的にトレー
ニングの機会を提供しております。また、コンプライアンスやリスク管理等に関連する社内講習会を定期的に開催しています。

なお、これらの対応が適切にとられているか否かにつきましては、補充原則4-11-3に基づき実施する取締役及び監査役による自己評価アンケート
の中で確認しております。

【原則5-1】

当社は、株主の皆様との建設的な対話を図るため、総務、法務、財務を統括する取締役を担当役員に指定しております。また、新たに設置した広
報・IR室が窓口となり、適時適切な情報の開示に努めてまいります。

当社は、ホームページをメインの情報発信ツールとして活用し、適時開示以外の情報も積極的に発信するとともに、株主や投資家の皆様との個別
面談にも合理的な範囲で対応することで株主の皆様との対話を進めております。昨年度の株主や投資家の皆様との個別面談の実施状況につき
ましては、当社ホームページ「IR活動の実施状況」をご参照ください。

IR活動の実施状況

https://www.asahikogyosha.co.jp/ir/library/communication

また、当社は年２回の決算説明会を通じて、機関投資家の皆様への情報発信に努めていることに加えて、2023年度からは個人投資家の皆様向け
の説明会も実施しております。

株主の皆様から得られたご意見等につきましては、都度速やかに本社内の関連部門長及び担当取締役に還元し、取りまとめましたうえで定期的
に取締役会においてその対応について検討等を行っております。

当社は、インサイダー情報の漏洩防止に細心の注意を払い、株主の皆様との対話に努めております。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応（開示済）】

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指し、取締役会において資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた検討を行い、
対応を進めております。具体的な取り組みや目標については、当社ホームページ「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」をご参
照ください。

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

https://www.asahikogyosha.co.jp/wp-content/uploads/2024/02/capital20240208.pdf

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

朝日工業社共栄会 1,155,242 8.99

朝日工業社西日本共栄会 1,026,282 7.98

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 923,700 7.18

朝日工業社従業員持株会 649,133 5.05

株式会社みずほ銀行 580,040 4.51

農林中央金庫 576,000 4.48



日本生命保険相互会社 501,678 3.90

高須康有 407,600 3.17

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 248,500 1.93

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＬＯＮＤＯＮ ＢＲＡＮＣＨ ＦＯＲ ＰＲＩＭＥ ＢＲＯＫＥＲＡＧＥ ＣＬＥＡＲＡＮＣＥ ＡＣＣ Ｆ

ＯＲ ＴＨＩＲＤ ＰＡＲＴＹ
198,000 1.54

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記の大株主の状況は、2023年3月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特記すべき事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している



社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

田村　昭二 他の会社の出身者

奥宮　京子 弁護士

藤山　雄治 その他

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

田村　昭二 ○ ―――

田村昭二氏は、人格、識見ともに優れ、大手上
場企業グループ会社を始めとした複数の会社
の経営に関与した経験を活かし、当社から独立
した立場から当社取締役会の意思決定の妥当
性、適正性に資する提言等を積極的に行って
おります。また、証券取引所が規定している独
立性の基準に抵触せず、一般株主との間に利
益相反が生じるおそれがないことから独立役員
に指定しております。

奥宮　京子 ○ ―――

奥宮京子氏は、人格、識見ともに優れ、弁護士
として培われた知識と経験を活かし、当社から
独立した立場から当社取締役会の意思決定の
妥当性、適正性に資する提言等を行っていた
だけると判断しております。また、証券取引所
が規定している独立性の基準に抵触せず、一
般株主との間に利益相反が生じるおそれがな
いことから独立役員に指定しております。

藤山　雄治 ○ ―――

藤山雄治氏は、人格、識見ともに優れ、警察組
織において要職を歴任された経験を活かし、当
社から独立した立場から当社取締役会の意思
決定の妥当性、適正性に資する提言等を行っ
ていただけると判断しております。また、証券取
引所が規定している独立性の基準に抵触せ
ず、一般株主との間に利益相反が生じるおそ
れがないことから独立役員に指定しておりま
す。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり



任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 1 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 1 3 0 0
社内取
締役

補足説明

　当社は、取締役の指名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的に、取締役会の諮問機関として指名・
報酬諮問委員会を設置しております。委員は3名以上として、その過半数を独立社外取締役で構成することとしており、委員長は指名・報酬諮問委
員会の決議により、委員の中から選定しております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、定期的に会計監査人から監査の方法及び実施状況並びに監査意見形成過程の報告等を受けるとともに、適宜、情報及び意見の交
換を行い、緊密な連携を図っており、必要に応じて会計監査人が実施する監査にも立ち会っております。また、監査役は、内部監査部門である内
部監査室からも監査の実施状況及び結果の報告を受けるとともに、適宜、情報及び意見の交換を行い、緊密な連携を図っております。

　会計監査人と内部監査室の間においても、監査及び内部統制評価について、適宜、情報及び意見交換が行われ、緊密な連携が図られておりま
す。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

福原　孝弘 他の会社の出身者 △

下條　　弘 他の会社の出身者 △

板谷　宏之 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役



e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

福原　孝弘 ○

福原孝弘氏は、当社の大株主かつ借入先
であり、当社に設備工事を発注している農
林中央金庫の出身者であります。

なお、同庫は当社株式の4.48％（2023年3
月末現在）を保有しており、当社は同庫か
ら900百万円の借入を行っております。ま
た、当社が同庫より受注している設備工
事の受注額は、同庫及び当社のいずれの
事業規模に照らしても少額です。

福原孝弘氏は、人格、識見ともに優れ、農林中
央金庫の要職を歴任された経験等に基づき、
当社取締役会等において当社の経営の健全
性に資する提言等を積極的に行っております。
また、証券取引所が規定している独立性の基
準に抵触せず、一般株主との間に利益相反が
生じるおそれがないことから独立役員に指定し
ております。

下條　　弘 ○

下條弘氏は、当社の株主である京阪ホー
ルディングス株式会社において、2017年6
月まで取締役を務め、その後2019年6月ま
で顧問として在籍しておりました。

なお、同社は当社株式の0.05％（2023年3
月末現在）を保有しております。

下條弘氏は、人格、識見ともに優れ、京阪ホー
ルディングス株式会社等の経営者としての豊
富な経験等に基づき、当社取締役会等におい
て当社の経営の健全性に資する提言等を積極
的に行っております。また、証券取引所が規定
している独立性の基準に抵触せず、一般株主
との間に利益相反が生じるおそれがないことか
ら独立役員に指定しております。

板谷　宏之 ○ 該当事項はありません。

板谷宏之氏は、人格、識見ともに優れ、公認会
計士としての豊富な経験等に基づき、当社取
締役会等において当社の経営の健全性に資す
る提言等を行っていただけると判断しておりま
す。また、証券取引所が規定している独立性の
基準に抵触せず、一般株主との間に利益相反
が生じるおそれがないことから独立役員に指定
しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

　当社は、会社法が定める社外性要件、東京証券取引所が定める独立性基準に加えて当社独自の社外役員独立性判断基準を充たし、かつ豊富
な経験及び高い見識に基づき当社の経営に対して監督、助言できる方を独立社外取締役候補者として指名しております。

　現任の独立社外取締役は、社外性要件、独立性基準を満たすだけでなく、本コードの原則4-7の期待される役割、責務を果たしております。

【当社の社外役員の独立性判断基準】

　当社は、「社外取締役および社外監査役」（以降、「社外役員」という。）の独立性および客観性を確保するために、社外役員の独立性判断基準を
以下のとおり定め、①～⑨のいずれにも該当しない場合、独立性を有しているものと判断する。

　　①最近10年間における、当社グループの取締役（社外取締役を除く）、監査役（社外監査役を除く）、執行役員、その他の使用人

　　②最近３年間において、「当社または当社の子会社」（以降、「当社グループ」）を主要な取引先とする者※1またはその業務執行者※2

　　③最近３年間における、当社グループの主要な取引先※3またはその業務執行者

　　④最近３年間において、当社グループから多額の寄付または助成を受けている団体※4の役職員※5

　　⑤最近５年間における、当社の主要株主※6またはその役職員

　　⑥最近３年間において、当社グループの会計監査人または監査法人の役職員であって、当社グループの監査業務を実際に担当していた者

　　　（現在退職または退所している者を含む）

　　⑦最近３年間において、当社グループからの役員報酬以外に多額の金銭その他の財産上の利益※7を得ている弁護士、公認会計士または

　　　 税理士その他のコンサルタントのいずれかに該当する者（当該利益を得ている者が法人等の団体である場合は、当該利益を受けている

　　　 団体に所属する者）

　　⑧①～⑦に規定するいずれかの者の配偶者または二親等以内の親族

　　⑨当社の社外役員として、通算の在任年数が８年間を超える者



　なお、①～⑨のいずれかに該当した場合であっても、会社法が定める社外性要件および東京証券取引所が定める独立性基準を充たすことを条
件に、社外取締役に関しては取締役会の決議、社外監査役に関しては監査役会の同意により、独立性を有しているものと判断することができる。

　　※１ 当社グループを主要な取引先とする者とは、その取引先の事業年度における年間連結総売上高の２％以上の支払いを当社グループから

　　　　　受けた者をいう。

　　※２ 業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員、その他の使用人をいう。

　　※３ 当社グループの主要な取引先とは、当社グループの事業年度における年間連結総売上高の２％以上を当社グループに支払った者をい

　　　　　う。

　　※４ 当社グループから多額の寄付または助成を受けている団体とは、当社グループの３事業年度平均で1,000万円または当該組織の平均年

　　　　　間総費用の30％のいずれか大きい額を超える寄付または助成を当社グループから受けている公益財団法人、公益社団法人、非営利法

　　　　　人等をいう。

　　※５ 役職員とは、取締役、監査役、会計参与、執行役、執行役員、その他の使用人またはそれらに準じる者をいう。

　

　　※６ 主要株主とは、総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者をいう。

　

　　※７ 多額の金銭その他の財産上の利益とは、利益を受けた者が個人である場合は当社グループの３事業年度平均で1,000万円以上の支払い

　　　　　のことをいい、利益を受けた者が団体である場合は当該団体の３事業年度平均で連結総売上高の２％以上の支払いのことをいう。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　当社の役員報酬は、固定報酬である基本報酬に加え、短期業績連動報酬である役員賞与及び各取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘
案して割り当てられる譲渡制限付株式報酬で構成されております。

　なお、従来の退職慰労金制度は、2020年6月26日開催の第91回定時株主総会終結の時をもって廃止しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　有価証券報告書において、役員を社外取締役以外の取締役、社外監査役以外の監査役及び社外役員に区分し、それぞれの対象員数及び

報酬等の総額を開示しております。

　なお、2022年4月1日から2023年3月31日までの状況は以下の通りであります。

・取締役（社外取締役を除く）　 6名　207百万円

・監査役（社外監査役を除く）　 1名　 23百万円

・社外役員　　　　　　　　　　　 　 6名　 60百万円



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針は、過半数が独立社外取締役で構成される指名・報酬諮問委員会での審議を経たう
えで、取締役会の決議により以下のとおり定めております。

１．基本方針

当社の取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬及び短期業績に連動した役員賞与並びに譲渡制限付株式報酬で構成し、業績及び企業価値
の向上に有効に機能すること、また当社の株価における変動のメリットとリスクを株主と共有することにより株価上昇及び企業価値向上への取締
役の意欲を高めることを念頭に決定します。

２．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬の時期または条件の決定に関する方針を含む。）

当社の取締役の基本報酬額は、株主総会で承認された年間の支払限度額の400百万円（役員賞与を含み、使用人給与は含まない。）の範囲内
で、役位、職責、業績への貢献度等を総合的に勘案して決定します。基本報酬の支給は原則として暦月計算とし、支給日は従業員と同一としま
す。

３．役員賞与（業績連動報酬）の額の決定に関する方針（報酬の時期または条件の決定に関する方針を含む。）

当社の取締役（社外取締役を除く。）の役員賞与（業績連動報酬）額は、株主総会で承認された年間の支払限度額の400百万円（基本報酬を含
み、使用人給与は含まない。）の範囲内で、役位、職責、業績（受注高、売上高及び各段階での利益等）、従業員の賞与水準、過去の支給実績等
を総合的に勘案して支給基準額を決定し、各取締役の業績への貢献度を踏まえて支給基準額に対し±20％の範囲内で決定します。役員賞与の
支給は原則として、毎年、定時株主総会の翌営業日に行います。なお、業績次第では支給しない場合もあります。

４．株式報酬（非金銭報酬）の額の決定に関する方針（報酬の時期または条件の決定に関する方針を含む。）

当社の取締役（社外取締役を除く。）の株式報酬（非金銭報酬）は、譲渡制限付株式報酬として株主総会で承認された年間の金銭報酬債権限度
額の45百万円、上限株式数の50,000株（2022年４月1日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったため、当初の上限株数25,000株を
50,000株に調整しております。）の範囲内で、役位、職責、業績への貢献度等を総合的に勘案して決定します。また、株式報酬の割当ては原則とし
て、毎年、定時株主総会後の取締役会閉会後1ヶ月以内に行い、割当てを受けた取締役は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役を退任
（退任と同時に再任する場合を除く。）する日までの期間（以下、「譲渡制限期間」という。）において、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保
権の設定、生前贈与、遺贈その他一切の処分行為をすることができず（以下、「譲渡制限」という。）、また譲渡制限期間の開始日以降、最初に到
来する当社の定時株主総会の開催日まで継続し、当社の取締役の地位にあったことを条件として、割当株式の全部につき、譲渡制限期間が満了
した時点をもって譲渡制限が解除されます。ただし、当該取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、譲渡制限期間の開始日以降、最
初に到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役を退任した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制
限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整します。

５．取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

各報酬の割合は、一定の水準には固定せず、役位、職責、業績（受注高、売上高及び各段階での利益等）への貢献度、従業員の賞与水準、過去
の役員賞与支給実績等を総合的に勘案して、適切に設定します。

６．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役の個人別の各報酬の額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長にその具体的内容の決定を委任するものとし、その権限の内
容は、各取締役の基本報酬及び役員賞与の額並びに株式報酬の額・割当株式数とします。当該権限が代表取締役社長によって適切に行使され
るよう、当社役員報酬規則及び株式報酬規程並びに当決定方針に則して、予め指名・報酬諮問委員会において取締役の個人別の各報酬の額を
協議することとし、取締役会の委任を受けた代表取締役社長は、当該協議結果の内容に則して決定しなければならないこととします。

７．その他個人別報酬の内容の決定に関する重要な事項

2020年6月26日開催の当社第91回定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、廃止後も引き続き在任する取締役に対しては当総会
終結の時までの在任期間を対象とした金額の打切り支給を行う旨、打切り支給の時期については原則として各取締役の退任時とする旨が決議さ
れました。また、同年6月26日開催の取締役会において、個別の支給額については同年4月28日開催の指名・報酬諮問委員会で審議した内容と
し、支給方法などの決定は代表取締役社長に委任する旨を決議しました。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社長室が事務局として社外役員への情報伝達及び取締役会資料の配付等を行っております。また、重要事項については本社各本部の責任者
が当該事項に関する説明等を行なっております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は2006年6月より執行役員制度を導入し、経営効率の向上と意思決定の迅速化、意思決定・監督機能と業務執行機能の分担の明

確化を図っております。

(1)取締役会について

取締役会は、社外取締役3名を含む9名の取締役で構成され、定時取締役会を2ヶ月に1回以上開催し、また、必要に応じて臨時取締役会を開



催しており、重要事項の決議及び取締役・執行役員の業務執行状況の監督を行っております。また、常勤の取締役により構成される経営会議を

毎月1回以上開催し、取締役会付議事項その他の重要事項について審議しております。

(2)執行役員制度について

当社は、経営効率の向上と意思決定の迅速化及び意思決定・監督機能と業務執行機能の分担の明確化を目的として執行役員制度を導入してお

り、執行役員会議を3ヶ月に1回開催しております。執行役員会議は取締役を兼務する執行役員6名を含む14名の執行役員で構成しており、社

長執行役員及び本社各本部執行役員等からの方針等の伝達と各執行役員からの業務執行状況の報告等を行っております。

(3)監査役会について

監査役会は、社外監査役3名を含む4名の体制としております。監査役会は2ヶ月に1回以上開催されるほか、必要に応じて随時開催され、監査に
関する重要な事項について報告を受け、協議又は決議を行っております。監査役は法令及び監査役会が定めた監査の方針、監査計画に基づき、
業務及び財産の状況を調査し、取締役会その他の重要な会議に出席し、重要な意思決定の過程及び取締役等の業務執行状況を確認するととも
に、必要に応じて意見表明を行っております。

(4)内部監査部門について

業務執行部門から独立した社長直轄の「内部監査室」を設置しております。内部監査室は、監査役及び会計監査人と連携し、監査室の監査計画

に基づく業務監査、会計監査及び内部統制の評価を実施し、公正かつ客観的な立場から、経営に対し評価・助言を行い、各部門の業務の改善を

推進しております。

(5)会計監査について

会計監査人である清陽監査法人より、独立の立場から監査を受けております。当事業年度において業務を執行した公認会計士は、中村匡利、石
尾　仁の2名であり、継続監査年数については7年以内であるため記載を省略しております。

(6)指名・報酬諮問委員会について

取締役の指名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的に、取締役会の諮問機関として、過半数を独立
社外取締役で構成する指名・報酬諮問委員会を設置しております。

(7)サステナビリティ委員会について

持続可能な社会の実現と当社グループの中長期的な企業価値向上を目指し、グループ全体としてのサステナビリティの観点を踏まえた経営をさ
らに推進することを目的に取締役会の諮問機関として設置しており、サステナビリティに係る事項を協議または審議して、適宜、取締役会に提言・
報告することとしております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社の社外取締役は、当社から独立した立場で取締役会の意思決定に関与し、取締役・執行役員の業務執行状況を監視・監督しており、また、
社外監査役は、各々の持つ豊富な業務経験、経営経験及び幅広い見識等に基づき、独立した視点で取締役会の意思決定及び取締役等の業務
執行状況を監査しております。

　監査役、会計監査人、内部監査室の連携も含め、当社のコーポレート・ガバナンスの体制は、経営への監督機能を十分に備えたものであり、現
在の監査役設置会社の形態は適当なものであると考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 可能な限り早期発送に努めてまいります。

その他
株主総会招集通知は、株主へ発送するのに先立ち、当社ホームページに掲載しておりま
す。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載

決算短信、決算説明資料、有価証券報告書、株主総会資料、事業報告書、そ
の他開示資料及びIR活動の実施状況を掲載しております。

https://www.asahikogyosha.co.jp/ir/



IRに関する部署（担当者）の設置
総務本部長を担当役員、本社総務部長及び財務部長を連絡責任者とし、アナ
リスト及び投資家等からの問い合わせ及び取材等に対応しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

すべてのステークホルダーから、評価・信頼・共感を得る企業であり続けるため、役員及び
従業員が業務を遂行するにあたっての行動規範として「企業行動憲章」を定めております。

また、「倫理・コンプライアンス規程」を制定し、法令等の遵守はもとより、企業倫理を十分
に理解し、良識と責任をもって行動することを社員に義務づけ、コンプライアンス経営の推
進を図っております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

環境保全につきましては、当社の事業それ自体が、地球や社会が必要とする環境を創造
するものであることから、地球環境への負荷を低減するため、事業活動を進める中で、省
エネルギー・省資源設計の提案、グリーン調達の推進、産業廃棄物の排出量削減等に取
り組んでおります。また、本社及び全ての事業店において、ISO14001の認証を取得してお
ります。

社会貢献につきましては、地震等の災害に遭われた方々に対する義援金の寄贈、世界の
子供たちにポリオ等のワクチンを贈る「エコキャップ運動」、使用済み切手等の回収・寄贈
による世界の植林活動の支援等の全社的な活動の他、事業所ごとに地域清掃などのボラ
ンティア活動などに積極的に取り組んでおります。

その他の取り組みについては、【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】の
【補充原則3-1-3】をご参照ください。

その他
当社は、仕事と育児の両立を支援する制度を整備するとともに、当該制度の活用を推奨す
ることで、女性の活躍の促進を図っております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

内部統制システムの整備について

　当社は、取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための
体制（内部統制システム）の整備について次のとおり決定しております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすために企業行動憲章及び倫理・コンプライアンス規程を策定し、全

役職員に周知徹底させる。

(2) 社長を委員長とするコンプライアンス委員会は、コンプライアンス経営の実践を監督、支援するとともに、問題の発生を認識した場合は速やか

に是正措置を講じ、取締役会に適宜報告する。

(3) 法務コンプライアンス部は、社内関係部門及び社外弁護士と連携し、コンプライアンスに関わる制度、規程及び体制の整備を図るほか、業務に

関わるコンプライアンスの相談窓口となる。また、役職員に対するコンプライアンス教育を継続的に実施する。

(4) 当社の業務執行ラインから独立した内部監査室は、法令遵守状況を監査し、その結果を社長に適時報告するほか、適宜取締役会及び監査役

会に直接報告する。

(5) 法令違反等に関する通報又は相談の適正な処理の仕組みを定めた内部通報および調査に関する規程に基づき、不正行為等の早期発見と是

正を図る。

(6) コンプライアンス違反を行った役職員に対しては、社内規程に基づき、厳正な処分を行う。

(7) 当社から独立した立場で取締役会の意思決定に関与し、また業務執行状況を監督するため、社外取締役及び社外監査役を選任する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 文書管理規程を策定し、これに従い、取締役の行った職務執行または意思決定に関する文書（電磁的記録を含む。以下総称して「文書等」と

いう。）を作成し、保存及び管理をする。

(2) 取締役及び監査役は、文書管理規程に基づき、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社のリスク管理に関する必要事項を定めたリスク管理規程を策定し、リスクの防止及び会社の損失の最小化を図るとともに、関連する諸規

程によってリスク管理体制の構築及び運用を行う。



(2) 社長を委員長とするリスク管理委員会は、全社的なリスク管理を強化するため、関係部門を通じて当社全体のリスクの洗い出しを行う。また、

必要なリスク管理を実施し、実施したリスク管理の結果を取締役会に報告する。

(3) 内部監査室は各部門のリスク管理の状況を監査し、その結果を社長に適時報告するほか、適宜取締役会及び監査役会に直接報告する。

(4) 取締役会は定期的にリスク管理体制の見直しを行う。

(5) 当社の経営に重大な影響を及ぼす事態が発生した場合の連絡経路及び対処方法等に関する規程を策定し、その情報が迅速かつ的確に伝達

される体制を整備する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) ３ヶ年を期間とする中期経営計画と単年度単位の事業計画を策定し、計画的な経営を推進する。

(2) 業務運営の円滑化を図るとともに、経営の効率化を実現するため取締役会規則及び職務権限規程等を機動的に見直す。

(3) 取締役会の構成を見直して意思決定の迅速化を図る。

(4) 常勤取締役及び常勤監査役によって、取締役会付議事項やその他の重要事項について審議する経営会議を開催し、意思決定の迅速化を図

る。また、常勤取締役、常勤監査役、執行役員及び子会社社長を出席者とした合同会議を定期的に開催し、業務運営の円滑化を図るとともに、事
業の進捗状況を管理する。

５．反社会的勢力排除に向けた体制

(1） 市民社会の秩序や安全に脅威を与え、企業の健全な発展を阻害する反社会的勢力、組織又は団体（以下「反社会的勢力」という。）とは関係

を一切遮断し、それらの活動を助長する行為及び運営に資する利益の供与は行わない。

(2) 反社会的勢力から不当な要求等を受けた場合には、弁護士や警察等の外部専門機関と緊密に連携し、毅然とした態度で組織的に対応する。

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 当社グループ内で共通の企業行動憲章を定め、当社グループの全役職員が一体となって遵法精神を徹底する体制を整える。

(2) 当社のコンプライアンス委員会、法務コンプライアンス部及びリスク管理委員会は、グループ横断的に職務を遂行する。

(3) 当社の内部通報および調査に関する規程をグループ企業に準用し、当社グループの全役職員を対象とした内部通報体制を整備する。

(4) 当社の内部監査室は、グループ企業に対する内部監査を実施する。

(5) 当社の監査役は、グループ企業の監査役及び当社の内部監査室等と連携し、企業集団における内部統制の状況を監視する。

(6) 財務報告の信頼性を確保し、社会的な信用の維持・向上を図るために必要な内部管理の規程及び体制を継続的に整備し、運用する。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　・監査役から要請があった場合には、監査役の職務を補助するために必要な人員を速やかに配置する。なお、職務を補助する使用人は監査役
の指揮命令に従うものとする。

８．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　・監査役を補助する使用人は、取締役の指揮命令を受けないものとし、その使用人の人事異動、人事評価、懲戒については、事前に監査役会
の意見を徴しこれを尊重するものとする。

９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) 取締役及び使用人は、監査役に対しその要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うとともに、以下の事項が発生した場合または発生を予

見した場合には、監査役に当該事項を遅滞なく報告する。

　　1) 当社及びグループ企業に著しい信用失墜や損害を及ぼす事項

　　2) 取締役及び使用人による不正行為、法令・定款違反行為

(2) 上記(1)の報告をした者は、当該事項を報告したことを理由に解雇その他いかなる不利益な取扱いをされない。

(3) 監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役及び使用人から重要事項の報告を受ける。

１０．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 当社グループにおける取締役及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努める。

(2) 監査役会は、社長との定期的な意見交換会を開催するとともに、内部監査室及び会計監査人との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な

監査業務の遂行を図る。

(3) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用の予算を確保する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、コンプライアンス違反を企業の存亡に係わる最大のリスクと認識しており、企業行動憲章において、市民社会の秩序や安全を脅かす勢
力及び団体（反社会的勢力）とは一切関係を持たない旨を定めております。また、反社会的勢力との関係遮断の重要性は、社内教育を通じて役
職員へ周知徹底しております。

　反社会的勢力から不当な要求等を受けた場合には、弁護士や警察等と緊密に連携し、毅然とした態度で組織的に対応する体制を整備しており
ます。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社ホームページ（https://www.asahikogyosha.co.jp/wp-content/uploads/2023/05/140120230512570401.pdf）において、2023年5月12日掲載の
「当社の株券等の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の更新について」をご参照ください。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

□適時開示体制の概要

当社は、市場の公正性と健全性に対する投資者の信頼を確保することを目的とし、適時適切な開示を行えるよう社内体制の充実に努めておりま
す。

会社情報の開示につきましては、総務本部長を情報取扱責任者とし一元管理しており、取締役会等で決議・決定・報告された事項や各部門・各連
結対象会社から報告を受けた事項について、金融商品取引法等の法令ならびに証券取引所の定める「適時開示規則」に従い、開示の必要性の
有無、開示時期、方法等を情報取扱責任者の指示に基づき、開示担当部門において検討し速やかに開示することとしております。

会社情報の管理につきましては、「当社株式の売買管理規程」を定め、役員・従業員等はインサイダー取引の未然防止のため、金融商品取引法
その他の法令を理解し、この規定の遵守すべき事項を徹底することにより社内情報管理を行っております。

なお、情報開示の方法としましては、証券取引所の提供する適時情報開示システム(ＴＤnet)や金融庁の提供する金融商品取引法に基づく有価証
券報告書等の開示書類に関する電子開示システム（EDINET)にて開示するとともに、当社ホームページにおいても開示情報を掲載しております。

□当社は、引き続き監査役設置会社としての現体制を維持していく方針でありますが、前述の「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管
理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「内部統制システム等に関する事項」に記載のとおり、取締役会の改革、内部統制システム
の整備により、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図ってまいります。
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